
グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成26年度全国平均

※　法適用企業と類似団体区分が同じため、収益的収支比率の類似団体平均等を表示していません。
※　平成22年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、企業債残高対事業規模比率及び管渠改善率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

全体総括

当組合では、公営企業会計の適用作業中であり、Ｈ
２８決算では収益的収支と資本的収支を議会及び住
民に分かりやすく公表し、下水道管渠の面整備の効
率化、管理費の経費削減を図った上で、料金改定を
検討する必要がある。当組合は２町１村の組合であ
り、構成町村である上市町及び立山町では、特環及
び農集の処理場を有しており、人口減による処理水
量の減に合わせ、施設の効率的な運用を図るため、
各処理区の統廃合を行う必要がある。

「施設全体の減価償却の状況」 「管渠の経年化の状況」 「管渠の更新投資・老朽化対策の実施状況」

2. 老朽化の状況について

標準耐用年数が経過する平成47年度以降に、事業費
を平準化させて老朽化対策を実施する計画である。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「使用料対象の捕捉」

2. 老朽化の状況

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

①収益的収支比率は、総費用の１００％を賄えてい
なく、Ｈ２４以降、右肩下がりの傾向である。企業
債残高は減少しているものの、元利均等償還のた
め、地方債償還金は増え続けていることが考えられ
る。④企業債残高対事業規模比率は高めであり、投
資に対し料金収入が少額であることが分かる。⑤経
費回収率は約６０％で類似団体と比較すると低く、
料金収入で管理費は賄えているが、地方債利息は一
部しか賄えていない。水洗化率８７％から見ても低
い。⑥汚水処理原価は類似団体と比較すると高い。
特環の汚水を受け入れており、特環の汚水量を含め
た処理場建設費がかかっている。⑦施設利用率は約
７０％である。下水道管渠の面整備は継続中であ
り、今後、施設利用率は増加する見込みである。⑧
水洗化率は増加傾向である。処理人口が毎年増えて
いるが、それ以上に水洗化人口が増加している。

「単年度の収支」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

－

- 該当数値なし 52.77 76.67 3,240 27,199 10.78 2,523.10 【】

- ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km

2
) 処理区域内人口密度(人/km

2
)

法非適用 下水道事業 公共下水道 Cc2 - -

経営比較分析表
富山県　中新川広域行政事務組合

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)
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①収益的収支比率(％) 
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当該値 1,627.92 1,546.95 1,419.39 1,339.63 1,243.91

平均値 1,320.98 1,334.01 1,273.52 1,209.95 1,136.50
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平均値 68.63 67.14 67.85 69.48 71.65
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②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％) 

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％) 

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％) 

      【776.35】 

【94.57】 【60.35】 【142.28】 【96.57】 

    【0.17】 

該当数値なし 該当数値なし 

該当数値なし 該当数値なし 



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成26年度全国平均

※　法適用企業と類似団体区分が同じため、収益的収支比率の類似団体平均等を表示していません。
※　平成22年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、企業債残高対事業規模比率及び管渠改善率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

経営比較分析表
富山県　中新川広域行政事務組合

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

- ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km

2
) 処理区域内人口密度(人/km

2
)

法非適用 下水道事業 特定環境保全公共下水道 D3 - -

－

- 該当数値なし 23.44 76.67 3,240 12,083 3.94 3,066.75 【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

①収益的収支比率は、総費用の１００％を賄えてい
なく、数年８０％程である。地方債元金・利息は増
え続け、それに合わせ繰入金が増加している。④企
業債残高対事業規模比率は高めであり、投資に対し
料金収入が少額であることが分かる。⑤経費回収率
は数年１００％程で類似団体と比較すると高い。公
共の処理場へ接続しており、処理場建設費の地方債
償還が無いため、汚水処理費が抑えられている。⑥
汚水処理原価は類似団体と比較すると低い。公共の
処理場へ接続しているため、汚水処理費が抑えられ
ている。⑧水洗化率は増加傾向である。処理人口が
毎年増えているが、それ以上に水洗化人口が増加し
ている。

「単年度の収支」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

2. 老朽化の状況について

標準耐用年数が経過する平成47年度以降に、事業費
を平準化させて老朽化対策を実施する計画である。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「使用料対象の捕捉」

2. 老朽化の状況

全体総括

当組合では、公営企業会計の適用作業中であり、Ｈ
２８決算では収益的収支と資本的収支を議会及び住
民に分かりやすく公表し、下水道管渠の面整備の効
率化、管理費の経費削減を図った上で、料金改定を
検討する必要がある。当組合は２町１村の組合であ
り、構成町村である上市町及び立山町では、特環及
び農集の処理場を有しており、人口減による処理水
量の減に合わせ、施設の効率的な運用を図るため、
各処理区の統廃合を行う必要がある。

「施設全体の減価償却の状況」 「管渠の経年化の状況」 「管渠の更新投資・老朽化対策の実施状況」
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①収益的収支比率(％) 
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②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％) 

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％) 

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％) 

      【1,479.31】 

【80.39】 【41.06】 【253.12】 【63.50】 

    【0.05】 

該当数値なし 該当数値なし 

該当数値なし 該当数値なし 
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